









































                                                   
1 本稿では、公共施設と土木インフラ（道路、橋りょう、水道、下水道等）を総称してインフラと表
現する。両者を区別する際には、公共施設と土木インフラと別々に表現する。 
図表 1 橋りょうの年別建設本数 

































                                                   

















 第 1は「対象の網羅性」である。 
第一   




 二 公営企業に係る施設も、計画の対象となること。 
 
「第一 一 公共施設等」の表現をみると、一見公共施設が主眼と誤解してしまい







                                                   
3 今国会に提出された地方財政法改正案では「公共施設、公用施設その他の当該地方公共団体が所有
する建築物その他の工作物」と表現されている。 





























































 第 2は「計画の長期性」である。 
第一   





























図表 3 埼玉県宮代町の将来更新投資予算 
（出所：東洋大学 PPP 研究センター調査報告書） 























































 第 3は分析の客観性である。 




































 第 4は手段の総合性である。 






















武蔵野 東京 習志野 千葉 松江 島根 高萩 茨城 
「第一  二 （４）適正管理に関する考え方」において、「適正管理に関する基本方
針を記載」することとされ、その中で、「①点検・診断等の実施方針、②維持管理・補
修・大規模改修・更新等の方針 、⑤統廃合等の推進方針」に触れることとされている。





























図表 4 市民アンケート結果 
（左から武蔵野市、習志野市、松江市、高萩市） 
（出所：筆者作成） 











 第 5が背景の明確性である。 
第一 一 以下の項目などについて、公共施設等及び当該団体を取り巻く現状や課題
を客観的に把握・分析。  
（１） 老朽化の状況や利用状況をはじめとした公共施設等の状況  





















































図表 5 総合管理計画と立地適正化計画の対比 
（出所：筆者作成） 





































計画」も参考にされたい。    
 
第一 公共施設等総合管理計画に記載すべき事項  
 一 所有施設等の現状  
全ての公共施設等を対象に、以下の項目などについて、公共施設等及び当該団体を取
り巻く現状や課題を客観的に把握・分析。  
（１） 老朽化の状況や利用状況をはじめとした公共施設等の状況  
（２） 総人口や年代別人口についての今後の見通し  
（３） 財政収支の見込み（中長期的な維持管理・更新等の費用の見込みを含む）  
二 施設全体の管理に関する基本的な方針  
（１）計画期間  
計画期間について記載。長期（10 年以上）のものとすることが望ましい。    
（２）全庁的な取組体制の構築及び情報共有方策  
全庁的な取組体制について記載。全公共施設等の情報を管理・集約する部署 















































三 施設類型ごとの基本方針  
上記（２）～（５）の各項目のうち必要な事項について、施設類型の特性を踏まえて
定める。   
 
第二 計画策定にあたっての留意事項  
 計画の策定にあたっては、以下の事項について検討を行うことが適当。  






二 議会や住民との情報共有等  
公共施設等の最適な配置を検討するにあたっては、まちづくりの在り方に関わるもの
であることから、議会や住民への十分な情報提供を行っていくことが適当。  
三 数値目標の設定  
計画の策定にあたっては、財政負担の軽減・平準化に向けてできる限り数値目標を設
定するなどに努める。  
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七 合併団体等の取組について  
合併団体や過疎地域等においては、公共施設等を建設した当時と比較して環境が大き
く変化している場合も多いことから、特に早急に計画を検討していくことが望ましい。   
 
第三 その他  
 一 「インフラ長寿命化基本計画」（平成 25 年 11 月 29 日インフラ老朽化対策の推
進に関する関係省庁連絡会議決定）との関係  










 三 更新費用試算ソフトの活用について  
  総務省ホームページにおいて、簡易に更新費用の推計を行うことのできる更新費用
試算ソフトを公開している。地方公共団体が計画を策定するにあたっての検討に寄与
するものであり、必要に応じ活用されたい。 
 
